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 国の「生産性革命」や「人づくり革命」推進の動きや、「四国の労働生産性の調査活

動」などで明らかになった課題等を踏まえ、四国の生産性向上に資する有用な事業を積

極的に展開した。             

                     

                     

１ 普及・啓発事業 

  各界の第一人者を講師に招聘したマネジメントフォーラム等を開催するとともに、

広報活動を積極的に展開し、会員にとって有用な情報をタイムリーに発信した。                 

（１）マネジメントフォーラム等      

 ・「日本のトップを囲む懇談会」を高松において上・下期それぞれ５回シリーズで開

催した。                   （上・下期参加計：１６５名） 

 ・香川県の経営トップを講師に招いた「香川地区経営トップを囲む朝食懇談会」を高

松において５回シリーズで開催した。            （参加：４８名） 

 ・「生産性革新フォーラム」を徳島・松山・高知において、それぞれ３回シリーズで

開催した。                    （３ヵ所参加計：８５名） 

 ・連合四国ブロック連絡会との共催で、労使が協調して取り組むべき課題について研

究する「労使政策フォーラム」を高松で開催した。      （参加：７８名） 

 ・西日本の５つの生産性本部の共催で、企業経営や労使の重要課題の今後の対応方針

を話し合う「西日本生産性会議２０１８」を神戸で開催した。 

                    （四国からの参加：７３名） 

 ・当本部と四国経済連合会の会員が一堂に会し、新年の賀詞交歓を行う「四国新年交

流会」を高松で開催した。                （参加：４４５名） 

                     

（２）会員交流懇談会           

 ・会員企業が直面する課題等について、人事教育部門の責任者（部長クラス）が本音

で意見交換する「会員交流懇談会」を四国４県（高松・徳島・松山・高知）で開催

した。                      （４ヵ所参加計：３４名） 

                     

（３）広報活動              

・会員とのコミュニケーション促進等を目的に、2019 年１月号から、機関誌「創造の

架け橋」を全面的にリニューアルした。また、2017 年度に引き続き、フェイスブッ

クを活用し、タイムリーな情報発信を行った。 
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２ 経営品質向上活動 

四国経営品質協議会を中心として、「自社の強みを磨き、顧客、社員、社会に対し

て価値を提供できるよう、卓越した経営を目指して革新し続ける経営づくり」を支援

する経営品質向上活動の普及・啓発事業を展開した。 

（１）定例会                 

 ・経営品質賞受賞組織のトップや経営品質向上活動の第一人者を講師に迎え、７例  

会を開催した。                    （会員数：５５機関） 

                      

（２）ベストプラクティス国内視察団     

 ・経営品質賞受賞組織および顧客満足度・従業員満足度の向上に取り組み成果をあげ

ている三重県の２組織を訪問し、事業所を視察するとともに、トップやスタッフと

懇談した。                           （参加：２０名） 

                         

（３）経営品質関連セミナー         

 ・「卓越した経営」を目指す経営品質向上プログラムを活用した事業戦略・事業計画

策定のあり方を学ぶためのセミナーを高松で開催した。    （参加：１４名） 

                          

（４）経営品質オープンセミナー       

 ・経営品質賞受賞組織のトップ等を講師に迎え、経営革新の実際や推進者の役割につ

いて学ぶオープンセミナーを高松で開催した。           （参加：７名） 

                          

                        

３ 人材育成事業 

マネジメント能力や、業務上必要なスキルの習得等に資するセミナーを、会員企業

が抱える課題やニーズをくみ取りながら、一層レベルアップして開催した。                   

                [（１）～（３）のセミナー参加計：２，０３２名] 

         

（１）マネジメント教育 

 ・超一流の講師から経営戦略やリーダーシップなどを短期集中型で学ぶ経営幹部対象

の「プレミアムセミナー」をはじめ、新任管理者、女性管理者、上級管理者など、

幅広い階層を対象としたマネジメント研修を行った。         （１１講座）  

         

（２）社員基礎教育 

 ・フレッシュマン、若手、中堅社員などを対象に、業務改善の進め方やコミュニケー

ションの大切さなど、職場・仕事の基本に関する研修を実施した。  （５講座） 

         

（３）テーマ別教育（職能系統別） 

 ・各分野における「必須的な知識やスキルの習得」を中心に、新しい動向や新たな視

点なども取り入れ、５分野(※)の研修を開催した。        （４９講座） 

   （※）①総務・人事・労務・法務、②営業・マーケティング、③製造・生産管理、 

④経理・財務、⑤ビジネススキル 
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４ 研究会活動         

  会員企業のニーズや課題を踏まえ、より実践的で有用性の高いプログラム構成とし

た。また、各研究会の特性を見極めながら、会員同士の情報交換や意見交換の場を拡

げるなど、会員と一体となった運営に努めた。  

（１）労使研究会    

 ・働きがいのある職場づくりやシニアのモチベーション開発など、労使が抱える今日 

的課題について、理論研究や先進企業の事例紹介などを実施した。                             

（会員数：６６機関） 

                   

（２）人財育成研究会  

 ・変革の時代に必要なリーダー人材の育成や若手社員のチャレンジ精神の涵養など、

人材育成に関する重要テーマを取り上げ、最新情報や先進企業の事例紹介などを実

施したほか、参加者間でのグループワークも実施した。  （会員数：４１機関） 

            

（３）企業会計研究会  

 ・会計基準や税制改正への対応、不正経理の防止など、経理・財務部門が抱える課題  

解決に向けた講義や参加者相互の意見交換などを実施した。 (会員数：３４機関） 

            

（４）マーケティング研究会 

 ・ブランド戦略やデジタルマーケティングなど、時代の潮流やビジネストレンドを捉

えた先進企業の事例紹介などを実施した。        （会員数：１７機関） 

            

（５）生産現場改善研究会 

 ・三現主義（現場で、現物を、現実に見て）の考え方に基づき、積極的な生産性向上

活動に取り組んでいる先進企業の視察や生産現場のあり方などについての講義を実 

施した。                       （会員数：４４機関） 

            

（６）包装・物流研究会 

 ・顧客サービスのレベルアップや環境負荷低減など、包装や物流に関する今日的課題

について、最新情報や先進企業の事例紹介などを実施した。 (会員数：１８機関） 

          

（７）四国サービス産業生産性向上研究会 

 ・「労働力不足時代の自動化・ＩＴ化による業務効率化と顧客価値創造」をテーマに、

最新情報や先進企業の事例紹介などを実施した。     （会員数：１８機関） 

          

          

５ 生産性交流事業（視察事業） 

  日本生産性本部が主催する「２０１８年度生産性の船」に派遣し、洋上研修や海外

企業の視察を行った。             （四国からの参加：３機関 ５名） 
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６ コンサルティング事業 

  経営診断・指導、企業内研修など、各組織のニーズ・実態に即したきめ細かなコン

サルティング活動などを推進した。 

（１）経営診断・指導 

・個別企業の課題に応じて、各企業の特質・現状を総合的に調査・分析し、人事制度

やＩＳＯの改定、生産現場の改善など、経営改革に向けた取り組みを個別に支援し

た。                           （受託：７機関）                                         

   

（２）企業内研修 

 ・階層別研修をはじめ、ビジネススキルなどのテーマ別の研修、各種講演会への講師

派遣など、各企業・団体の実情に即した研修プログラムを提案し、企業の人材育成

を支援した。                      （受託：３７機関）                                                      

   

（３）適性診断テスト 

 ・採用時の能力判定や社員の適正配置をサポートする有効なツールである「適性能力 

  総合診断テスト」を提供した。        （活用：６７機関 ２，４８０名） 

   

（４）通信教育   

 ・ビジネス全般を網羅的に学習し、それぞれの職務に必要な実務能力を身につけるこ

とができる通信教育講座を提供した。         （受講：３機関 ２３名） 

   

（５）資格取得支援 

 ・高齢化社会に即したサービス介助士の資格取得に向けた通信講座と実技研修を実施 

  した。                       （受講：４機関 ２７名） 

   

   

７ 四国地方労働組合生産性会議（四労生）との連携事業 

  労働組合の組織力強化や活動の活性化を支援していくため、労働組合の生産性推進

機関である「四国地方労働組合生産性会議（四労生）」と密接に連携しながら、 

    

 ・生産性運動の理解促進と労組活動への展開 

 ・今後の労組活動をリードしていく労組役員および次世代リーダーの育成支援 

 ・労働組合を巡る今日的課題に対する解決力強化に繋がる知識習得支援 

 ・会員労組間の相互研鑽と交流の促進 

などに資する四労生研究フォーラム（参加：７３名）や、四労生セミナー（３回参加

計：９４名）等を実施し、四国の労働組合の活性化と生産性運動の裾野拡大に努め

た。 
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８ 顧客理解の強化・会員の拡充          

  「会員との顔の見える関係」の再構築を目指し、あらゆる機会をとらえた会員への

訪問活動を推進した。また、新規会員獲得活動（ＤＭ送付など）を積極的に展開した

結果、会員の減少傾向に歯止めがかかった。  

     

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


